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ソフト開発事業、システムインテグレーション事業、データセンター
事業

当社グループ事業のご紹介

ＳＩＳ事業（情報サービス事業）

ＣＡＴＶ事業

ＣＳ事業（通信サービス事業）

ＣＡＴＶ放送、ＣＡＴＶ網によるインターネット・電話などの情報通信サービス
の提供

インターネットサービスプロバイダ、通信キャリアとしてＡＤＳＬホール
セール及び芯線貸し、データ伝送サービスの提供
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名古屋

横浜

大宮

ＴＯＫＡＩグループの光ファイバーネットワーク

大垣

事業の拡充・収益力の向上

データセンター事業拡大に貢献

厚木
御殿場

ビック東海の情報通信基盤

幹線 1,946 km
支線 574 km

ＣＡＴＶ光幹線 939 km

3,459 km2009年3月末 敷設総距離

大手町

第１・第２データセンター

2000年～2009年3月完工

■ ＴＯＫＡＩグループ所有ネットワークの全てのエリアにおいてループ化（冗長化）を実現し、

信頼性・安全性の向上によりキャリアとしての競争力を強化

■ ネットワーク強化による第２データセンターの競争力向上
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当社ＦＴＴＨサ－ビスについて

ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨ

ＣＡＴＶ光幹線網と各家庭までの

光アクセス回線を自社で保有し、

ＮＴＴと同様の超高速インターネット

および光プライマリー電話等の

サービスを行う

ＮＴＴやＫＤＤＩなど通信キャリアと

プロバイダーとして接続し、超高速

インターネットのサービスを行う

（東京、神奈川、埼玉、千葉の関東エリア中心）

ＩＳＰとしてのＦＴＴＨ
（通信サービス事業）

ＦＴＴＨ
（Fiber to the homeの略）

光ファイバーを活用した超高速インターネット
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２００９年３月期決算
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２００９年３月期決算の業績（連結）

連結損益計算書 （単位：百万円）

売 上 高 38,195 35,089

売上原価 23,720 21,633

売上総利益 14,474 13,456

営業利益 4,502 4,371

営業外収益 61 92

営業外費用 328 240

経常利益 4,235 4,223

特別利益 396 165

特別損失 302 494

税引前当期純利益 4,328 3,893

法人税、住民税及び事業税 1,850 795

法人税等調整額 △ 56 755

少数株主損益 6 8

当期純利益 2,528 2,333

当期 前期

※ EBITDA = 経常利益－受取利息+支払利息+減価償却費

（単位：百万円）

実績 前期比 公表比

売上高 38,195 108.9% 94.9%
営業利益 4,502 103.0% 97.5%
経常利益 4,235 100.3% 99.0%
当期純利益 2,528 108.4% 102.0%
１株当たり純利益 64.10円 110.1% 103.6%
ＥＢＩＴＤＡ 9,631 111.9% 102.1%
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連結業績のトレンド

４期連続 売上高増収・経常利益増益達成

（単位：百万円）

０６/３期 ０７/３期 ０８/３期 ０９/３期

売上高 23,436 33,924 35,089 38,195

営業利益 2,710 4,415 4,371 4,502

経常利益 2,567 4,196 4,223 4,235
当期純利益 2,594 4,112 2,333 2,528
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売上高：38,195百万円
（前期比3,105百万円増 108.9％）

【セグメント別内訳】
ＣＡＴＶ：12,862百万円（ 1,034百万円増 108.7％）

ＣＳ ：14,373百万円（ 1,443百万円増 111.2％）

ＳＩＳ I|：11,093百万円（ 705百万円増 106.8％）

＊ （ ）は前期比

ＣＡＴＶ
11,827

ＣＳ
12,930

ＳＩＳ
10,387

ＣＡＴＶ
12,862

ＣＳ
14,373

ＳＩＳ
11,093

（単位：百万円）

35,089 38,195

■ 要因説明
ＣＡＴＶ ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨの普及拡大。

ＣＳ ＩＳＰ事業のＦＴＴＨ顧客の大幅な増加。

ＳＩＳ データセンターをコアとしたストックビジネス増加。

08/3期 09/3期※各セグメントの売上高にはセグメント間の内部売上高が含まれております。

２００９年３月期決算 セグメント別売上高
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営業利益：4,502百万円
（前期比130百万円増 103.0％）

【セグメント別内訳】
ＣＡＴＶ：1,410百万円（ 16百万円増 101.2％）

ＣＳ ：3,220百万円（ 494百万円増 118.1％）

ＳＩＳI  I ： 865百万円（ 318百万円減 73.1％）

＊ （ ）は前期比

ＣＡＴＶ
1,393

ＣＳ
2,726

ＳＩＳ
1,183

ＣＡＴＶ
1,410

ＣＳ
3,220

ＳＩＳ
865

（単位：百万円）

4,371 4,502

■ 要因説明
ＣＡＴＶ ＦＴＴＨの顧客増及びＡＲＰＵの上昇により、償却費及び営業費用の増加を吸収。
ＣＳ ＩＳＰ事業のＦＴＴＨ顧客の増加により大幅な利益増。
ＳＩＳ ソフト受託開発の利益率の低下及び第２データセンターの稼動による償却等運用費用

の増加。

２００９年３月期決算 セグメント別営業利益

08/3期 09/3期
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（単位：百万円）

08/3期 09/3期 前期比

設備投資額 11,232 7,672 △ 3,559

減価償却費 4,172 4,629 457

■戦略的設備投資

ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨ他 ４９億円

ＣＳ ＴＯＫＡＩ関東伝送設備の譲受 ８億円

,通信設備 ,１３億円

≪主な投資内容≫

２００９年３月期決算 設備投資

注）前期と比較するためリース投資及びその影響は含めておりません。
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２００９年３月期決算 件数動態

■ ＣＡＴＶ ＦＴＴＨは目標どおり３０千件純増を達成。放送についても着実に顧客増加。

■ ＣＳ ＡＤＳＬ純減に対してＦＴＴＨはその約２．５倍の純増７０千件を達成。
通信顧客純増４７千件。

（単位：千件）

  ＦＴＴＨ 26 30 56
  インターネット 61 △ 19 42

小計 87 11 98
　ＦＴＴＨ   ＩＳＰ直販 117 70 187
　ＡＤＳＬ  ＩＳＰ直販 141 △ 27 114
  ホールセール 155 4 159

小計 413 47 460

500 58 558

323 12 335
＊単位未満四捨五入

ＣＳ

通信

放送

ＣＡＴＶ放送

ＣＡＴＶ

通信　　計

期首件数 純増件数 期末件数

09/3期
期首件数 純増件数

09/3期

期末件数
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２０１０年３月期通期業績予想
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０８年３月期～１０年３月期は顧客基盤の拡充期

中期３ヶ年(０８/３期～１０/３期）の成長目標

ＣＡＴＶ事業 ＦＴＴＨ顧客件数３年間で10万件獲得

通信サービス事業 ＩＳＰ顧客件数３年間で11万件純増

情報サービス事業 アウトソーシングサービスを積極的に展開

１１年３月期以降の高い持続的成長

次世代ネットワークを基盤とした新たなサービスの展開
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（単位：千件）

07/3期
07/3期末

 ～10/3期末

期末件数 期首件数 純増件数 期末件数 純増件数

  ＦＴＴＨ 4 56 44 100 96
  インターネット 75 42 △ 10 32 △ 43

小計 79 98 35 133 54
  ＦＴＴＨ　ＩＳＰ直販 51 187 54 241 190
  ＡＤＳＬ  ＩＳＰ直販 171 114 △ 20 94 △ 77
  ホールセール 171 159 △ 22 137 △ 34

小計 393 460 12 472 79
472 558 47 605 133

07/3期
07/3期末

 ～10/3期末

期末件数 期首件数 純増件数 期末件数 純増件数

300 335 11 346 46
＊単位未満四捨五入

放送

ＣＡＴＶ放送

10/3期 （ 予想 ）

10/3期 （ 予想 ）

通信

ＣＡＴＶ

ＣＳ

通信　計

２０１０年３月期 件数動態予想①

ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨ 顧客件数３年間で１０万件獲得

ＣＳ ＩＳＰ直販 顧客件数３年間で１１万件純増
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【 情報サービス事業 】

０８年４月 第二データセンター稼動。
１０年３月期はアウトソーシングの事業基盤拡大へ積極
的に取り組むことで、１１年３月期にはＳＩ事業＋ＤＣＳ事業
はＥＡ事業を上回る営業利益を目指す。

１１年３月期営業利益目標

ＳＩ事業＋ＤＣＳ事業 １２億円
ＥＡ事業 １１億円

１０年３月期営業利益目標

ＳＩ事業＋ＤＣＳ事業 ８億円
ＥＡ事業 １０億円

情報サービス事業の成長目標②
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（単位：百万円）

予想 ０９/３期 前年比

売上高 42,900 38,195 112.3%

営業利益 5,100 4,502 113.3%

経常利益 4,700 4,235 111.0%

当期純利益 2,560 2,528 101.2%

１株当たり純利益 67.49円 64.1円 105.3%

２０１０年３月期通期連結業績予想

※ ０９／３期末発行済株式総数（自己株式を除く）を基に算出しております。

※
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（単位：百万円）

CATV事業 CS事業 SIS事業 その他
消去又は

全社 連結

売上高 15,290 14,940 12,830 20 △ 180 42,900
（前期比） (118.9%) (103.9%) (115.7%) (74.1%) ー (112.3%)

営業利益 2,000 3,150 1,200 20 △ 1,270 5,100
（前期比） (141.8%) (97.8%) (138.6%) (88.7%) ー (113.3%)

経常利益 4,700
（前期比） (111.0%)

当期純利益 2,560
（前期比） (101.2%)

１株当たり純利益 67.49円
EBITDA 10,960

２０１０年３月期セグメント別通期連結業績予想

※EBITDA = 経常利益－受取利息+支払利息+減価償却費

※各セグメントの売上高にはセグメント間の内部売上高が含まれております。
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10/3期（予）

２０１０年３月期通期連結業績予想 売上高・営業利益

売上高：42,900百万円 営業利益：5,100百万円

（単位：百万円）42,90038,195 5,100
4,502

（単位：百万円）

■ＳＩＳはデータセンターとソリューションによるストックビジネスの拡大

■ＣＡＴＶのＦＴＴＨ加入者大幅な増加とＡＲＰＵの上昇

※各セグメントの売上高にはセグメント間の内部売上高が含まれております。 09/3期実績
09/3期実績 10/3期（予）

ＳＩＳ
11,093

ＣＳ
14,373

ＣＡＴＶ
12,862

ＳＩＳ
12,830

ＣＳ
14,940

ＣＡＴＶ
15,290

ＳＩＳ
865

ＣＳ
3,220

ＣＡＴＶ
1,410

ＳＩＳ
1,200

ＣＳ
3,150

ＣＡＴＶ
2,000

【売上高】 【営業利益】
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10,960

8,604

9,631

5000

6000

7000

8000

9000

10000

11000

12000

ＥＢＩＴＤＡの推移

09/3期実績 10/3期（予）08/3期実績

5,000

■０９年３月期は前期比１１．９％増加

前期比
１１．９％増

前期比
１３．８％増

ＥＢＩＴＤＡ

■１０年３月期は前期比１３．８％増加の見込み

（単位：百万円）

10,000

8,000

※EBITDA = 経常利益－受取利息+支払利息+減価償却費



19

（単位：百万円）

09/3期 10/3期(予） 前期比

設備投資額 7,672 9,274 1,602

減価償却費 4,629 5,306 676

２０１０年３月期通期連結予想 設備投資

≪主な投資内容≫
■ＣＡＴＶ ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨ他 ６１億円

■ＣＳ 通信設備 １８億円

■ＳＩＳ データセンター設備他 １０億円

注）前期と比較するためリース投資及びその影響は含めておりません。
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中期業績見通し【概算】
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55,000

60,000

連結業績予想【概算】

０９/３期
実績

１０/３期
予想

０８/３期
実績

１１/３期
概算見通し

３５０億

３８１億

４２９億

４３億 ４５億 ５１億４２億 ４２億 ４７億

２３億 ２５億 ２５億

１２/３期
概算見通し

経常利益

営業利益

売上高

当期純利益

５０億

（単位：円）

業績予想数値は現在入手可能な情報から得られた当社経営者の判断に基づく概算値であ
り、環境の変化により変更する可能性があります。

４０億

６０億

３０億
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0

5

10

15

20

25

08/3期実績 09/3期実績 10/3期 11/3期 12/3期

設備投資

FCF

借入金

基盤拡張期
CATV-FTTH
新データセンター稼動
積極的Ｍ＆Ａ

成長期 新基盤を背景とした
高品質且つトータルサービスの提供
顧客満足度向上
安定性収益の向上

100億円

１１２億円

･･･更なる発展へ

設備投資とフリーキャッシュフローのイメージ

08/3期 実績 09/3期 実績 10/3期 予想 11/3期 概算 12/3期 概算

７６億円
９２億円
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ＣＡＴＶ事業
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ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨサービス

自社保有の事業資源と技術力を統合したビジネスモデル

ユーザ宅

光幹線ネットワークから光アクセス回線までを自社で保有

・固定とモバイルの融合（ＦＭＣ）を目指す。

・高品質かつ多様な次世代サービスを提供可能。

※インターネット接続はベストエフォートサービス ◇FMC=Fixed-Mobile Convergence

・東名阪光ファイバー
・高速ＩＰバックボーン

通信 音声放送

光アクセス回線

同軸ケーブル

放送センター

■ ＣＡＴＶ‐ＦＴＴＨサービス

ＣＡＴＶ
光幹線 超高速インターネット（１００Ｍ）※

光プライマリー電話

デジタル多チャンネル放送

ＣＡＴＶ
放送設備

通信設備
（ＧＥ-ＰＯＮ）
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・加入月無料
・４戸以上加入見込「Ｆ４」(税込) 3,990円
光プライマリー電話 525円
電話セット値引 △315円

合計 4,200円

・最大2ヶ月無料
・10ヶ月間特別料金(税込) 4,410円
光プライマリー電話 525円
電話セット値引 △315円

合計 4,620円

NTT西日本 

NTT東日本 

VIC TOKAI 

NTT西日本 

NTT東日本 

VIC TOKAI 6,510円/月 （光電話含む）

7,245円/月 （光電話含む）

7,003.5円/月 （光電話含む）

4,200円/月 （光電話含む）

5,512.5円/月 （光電話含む）

5,250円/月 （光電話含む）

戸建用ＦＴＴＨサービス 集合用ＦＴＴＨサービス

当社ＣＡＴＶ‐ＦＴＴＨのサービス

VIC TOKAI VIC TOKAI

【 サービスの特徴 】
集合用については、光配線方式（光ファイバーを直接各戸に配線）を採用。
それにより戸建と同様の通信スペックでのサービス提供が可能（減衰なし）。

その他

メールアドレス３個無料付与 ／ ウイルスチェック、スパムメール対策無料

緊急電話利用可 ／ 加入電話の番号を継続利用可

※上記金額については09年5月26日時点となります。
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ＦＴＴＨ ６，３００円 ６，４７８円

△３１５円

光電話 ５２５円 ５２５円

６，５１０円 ７，００３円

ソフトバンクとの戦略的提携による光電話サービス開始

高 い 価 格 競 争 力

■ 加入者間の通話が無料
光電話基本料金 ５２５円/月

ＦＴＴＨセット割引 △３１５円/月

充実したサービス内容

ＦＴＴＨと光プライマリー電話とのセット加入を促進。

ＦＴＴＨの普及拡大と、ＡＲＰＵの向上を図る。

BBフォン BBフォン光

BBコミュニケーター ケーブルライン

■ ソフトバンクグループのＩＰ電話
ユーザーとの通話無料

※ビック東海の価格は、ひかりdeトークS とのセットの場合。戸建用。

■ ０９/４月よりソフトバンクテレコムをキャリアとした

固定電話サービス『 ひかりｄｅトーク Ｓ 』 を開始

更に新たなサービスを検討中

ビック東海 ＮＴＴ西日本

差額
４９３円
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ＦＴＴＨ
期末件数

光電話
期末件数

光電話
同時加入率

０９/３期 56 24 42.9%
１０/３期（予） 100 61 61.0%

光プライマリー電話の獲得推進

ソフトバンクとの更なる連携強化により当社ＣＡＴＶエリアに

おける通信事業の顧客基盤を確立する。

（単位：千件）

１０/３期は光電話期末件数６１千件、純増３７千件を目指す。

当期の目標
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ＣＡＴＶブロードバンドサービスの普及率

26

100

75
61

42

32

56

38%

29%
27%26%

0

50

100

150

０７/３期実績 ０８/３期実績 ０９/３期実績 １０/３期予想

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%
CATVFTTH顧客件数 CATVインターネット顧客件数

CATV-BB普及率

（千件）

77 87
98

132

■ ＣＡＴＶブロードバンドサービス 加入顧客件数及び普及率の推移

※CATVブロードバンド普及率 ＝
CATV放送加入顧客件数

CATV-FTTH加入顧客件数＋CATVインターネット加入顧客件数

■ ＣＡＴＶの営業体制の更なる強化を図り、他ブロードバンドからの切替えを積極的に進め、

１０/３期にＣＡＴＶ－ＦＴＴＨ顧客１０万件を目指す。
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上期 下期 上期 下期 上期 下期

3,140円 3,230円 3,380円 3,520円 3,620円 3,950円

０８/３期実績 ０９/３期実績 １０/３期予想
CATV事業

ARPU

3,000円

3,200円

3,400円

3,600円

3,800円

4,000円

０８/３ 上期

実績

０８/３ 下期

実績

０９/３ 上期

実績

０９/３ 下期

実績

１０/３ 上期

予想

１０/３ 下期

予想

ＣＡＴＶ事業のＡＲＰＵ

■ ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨサービスの普及拡大及びＦＴＴＨ初期特別料金（１０ヶ月間、最大２ヶ月無料）

の順次期間満了により、ＣＡＴＶ加入顧客のＡＲＰＵは上昇

※ARPUの定義 ＝

■ ＡＲＰＵ （1契約あたりの月間平均利用料収入） の推移

放送加入総世帯数［再送信のみの加入者を含む］＋インターネット単独加入世帯数

月次利用料売上合計



30

08/3期 09/3期 10/3期
(予想）

13/3期
（概算）

14

（単位：億円）

14

50

20

ＣＡＴＶ事業の利益目標

■ ＣＡＴＶ事業 営業利益目標

■ ＦＴＴＨ事業

□ その他

20

40

0

■ ＣＡＴＶ－ＦＴＴＨ事業を主体に事業の拡大を進め、

１３年３月期の営業利益目標５０億円超。
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地域社会貢献への取り組み

自主防犯ボランティア団体の設立自主防犯ボランティア団体の設立

警察本部から防犯活動の委嘱警察本部から防犯活動の委嘱

青色防犯パトロールの実施青色防犯パトロールの実施

◇ 犯罪の抑止及び防犯意識の向上に高い効果を発揮。

◇ 地域社会の安全な生活へ貢献。

■ ０９年４月より、地域の治安向上への貢献を目的として、「青色防犯パトロール」

を実施。青色回転灯を装備した車両にて、通学路等の自主防犯パトロールを行う。
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ＣＳ事業
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プロバイダー事業の展開（家電量販店等との連携強化）

関東の家電量販店及びパソコン
専門店の店舗に常時200人強を
配置。

圧倒的な販売力を誇る。

■取次店舗と一体となった獲得施策による信頼関係の構築。

■当社独自の店頭イベントにより来店者数の増加に貢献。

取次店でのプロモーションによる圧倒的シェア

■獲得活動による顧客信頼度の強化。

■ブロードバンド顧客獲得に伴う取次店との販売力の連携強化。
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70
94115141

171

81

187
241

309

117
51

278

（77%）

（19%）（22%）
（28%）（38%）（55%）

（81%）
（78%）

（72%）

（23%） （45%）
（62%）

258

302
335

222

359
379

0

100

200

300

400

500

07/3期 実績 08/3期 実績 09/3期 実績 10/3期 (予) 11/3期 (予) 12/3期 (予)

（%）

（10%）

（20%）

（30%）

（40%）

（50%）

（60%）

（70%）

（80%）

（90%）

FTTH加入者数

DSL加入者数

ＩＳＰ事業の展開（ブロードバンドサービス加入者数の推移）

（単位：千件）

■ 当社の優れた営業力により顧客件数は増加。

⇒０８/３期～１０/３期の３年間で純増１１万件！

ブロードバンド化に

対応するコンテンツ提供

でのＡＭＰＵの向上

顧客件数増加による

収益力のアップ
純増 １１万件強
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■ 当社の ０７/３期～０９/３期 ＦＴＴＨ顧客件数の伸率は約３．７倍

（ＮＴＴ東・西の「フレッツ光」の顧客件数の伸率は約１．８倍）

ＩＳＰ事業の展開（ ＦＴＴＨ顧客件数の推移）

@TCOM FTTH顧客件数

11.7万件

5.1万件

18.7万件

0

4

8

12

16

20

07/3期 08/3期 09/3期

(万件)

0

100

200

300

400

500

FTTH顧客件数 07/03期を100とした伸率

１００

約２３０

約３７０
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コンテンツ事業の展開
０９年２月に健全サイトとしての第三者認証機関の認定を受けたコミュニティサイト「みなくる」は、引き続き

インターネット上の違法・有害情報に対する監視強化を実施し、安心・安全なコミュニティサイトの運営を

実施していく。

ＩＳＰ会員に提供しているＭｙ@Ｔ ＣＯＭ及びＷｅｂメールサービスの利便性を高めるためにバージョンアップを

実施し、利用率及び継続率の向上を図る。

07/3期 08/3期 09/3期 10/3期
予想

当社コミュニティサイト

ＩＳＰ向けコンテンツサービス

１０/３期の施策について

違法・有害情報からの青少年保護活動

第三者機関である一般社団法人モバイルコンテンツ
審査・運用監視機構（EMA）の認定を受け、インター
ネット上の違法・有害情報に対して
・「有人監視」
・「ＮＧワードの書込み禁止」
・「投稿ログの保存」
等の運営体制およびシステムを強化し、青少年が
安心して楽しめるコミュニティサイトを目指す。

会員数

08/9期

51万会員
オンラインパーソナルツールの機能拡張とデザインの
刷新を行い、利用率及び継続率の向上を目指す。

My@T COMバージョンアップについて 下期予定

63万会員

35万会員

84万会員

下期にバージョンアップを予定

安心・安全への取組を継続的に実施 100万会員の
サイトを目指す
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■ 開発元「株式会社マーニー」と販売・業務提携により、国内における

総販売元として独占的販売権を取得

インターネット閲覧ソフト上で、高精細の画像の拡大・縮小

を簡単に実現

ＡＳＰ型サービスにより低コスト・短期間でサービス提供

を実現

低コスト・短期間でのサービス提供が可能

画像拡大ＡＳＰサービス「ＷｅｂＺｏｏｍ」の提供開始

高精細の画像の超高速な拡大（最大１６倍）／縮小操作が可能

ピクセル・オンデマンドテクノロジーに基づいて開発

ＷｅｂＺｏｏｍの機能

イチゴ

※ピクセル・オンデマンドテクノロジーとは必要なときに必要な分だけのデータにアクセスする技術
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新技術への対応

ＩＰｖ６アドレス移行について
当社バックボーン設備は０８年度でＩＰｖ４/ＩＰｖ６のデュアルスタック対応が完了。

現在はＩＰｖ６技術者の育成とともに機器等の対応についても推進中。

課題
ＩＳＰが自社のＩＰｖ６アドレスをＮＧＮ利用できない「ＩＰｖ６マルチプレフィックス問題」について、

総務省がＮＴＴ東西にＩＳＰとの協議を要請したことにより、当社も協議により解決策の検討を
行っている。

ＩＰｖ６アドレスを利用した新たなサービス
情報家電による双方向通信や遠隔医療、映像のマルチキャスト送信など新しいイン
ターネットビジネスへの展開。
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ＳＩＳ事業
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高いファシリティと運用・監視体制を備えた第２データセンターの完成に伴い、コロケーショ
ン、ホスティング、システム運用などのデータセンターサービスや、ASPサービスなどを提供
するとともに、新たに仮想化技術等を利用したサービスを提供

３．ＤＣＳ（データセンタ・ソリューション）事業

１． ＥＡ （エンタープライズ・アプリケーション）事業

２．ＳＩ （システム・インテグレーション）事業

主として大手コンビニエンスストア、テレコム、金融など多種多様な業界の情報システムに
かかわるソフトウェアの受託開発

主として自社開発によるパッケージソリューションに自社ネットワーク、データセンターを
合わせ、企業向け情報サービスをトータル（設計・構築・運用・保守）で提供

ＳＩＳの事業内容
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ソフトウェア開発

ネットワーク

データセンター

永年の豊富な開発実績
高度な技術者多数

東京・大阪間の情報ボックス
などネットワークを自社保有

２４時間・３６５日体制確立の
自社保有の高信頼性IDC

■
顧
客
に
と
っ
て
最
も
有
益
な
情
報
投
資

■
当
社
に
と
っ
て
安
定
収
益
の
ス
ト
ッ
ク
ビ
ジ
ネ
ス

ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
・
ビ
ジ
ネ
ス

基盤ソリューション
基盤技術を核とした
ソリューションを提供

ＡＳＰ
（アプリケーション・サービス）

メールソリューションを中心に
受注が順調に急拡大

顧
客
に
と
っ
て
最
適
な
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
提
案
・
構
築

シ
ス
テ
ム
・
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン

情報サービス事業の展開
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DCS SI EA DCS SI EA

ＳＩＳ本部事業部別売上・利益計画

12,000

10,00

500

（単位：百万円）営業利益

10/3期予想

■ＥＡ事業はコスト管理を徹底すると共に、新規取引先の開拓及び開発分野の拡張と生産
効率を高めることで、収益の改善を図る。

■ＳＩ事業はデータセンターを利用したアウトソーシング案件の獲得増加によるストック型
ビジネスを拡充し、安定した収益基盤の確立を図る。

■ ＤＣＳ事業は１１/３期以降の更なる事業成長のために、新たなサービスの構築と
基盤技術を中心とした導入技術者ならびに運用技術者育成に注力する。

924

09/3期09/3期 10/3期予想

売上高 （単位：百万円）

11,093

10,000

5,000

ＥＡ

ＳＩ

ＤＣＳ

ＥＡ

ＳＩ

EA事業部 SI事業部 DCS事業部

ＤＣＳ

ＥＡ

ＳＩ

ＤＣＳ

ＥＡ

ＳＩ

ＤＣＳ

１０億円

８億円

※営業利益はＳＩＳ管理部門を除いております。
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ストック型ビジネスの拡充

ＳＩ事業を中心としたデータセンタを利用するアウトソーシングサービスの増加を図ることによ
り、ストック型ビジネスの利益が、１１/３期で、ソフト受託開発を上回る安定したビジネスモデ
ルを確立。

ＥＡ営業利益 ＳＩ+ＤＣＳ営業利益

0

5

10

15

20

０８/３期 ０９/３期 １０/３期予想 １１/３期予想 １２/３期予想08/3期 09/3期 10/3期
予想

11/3期
概算見通し

12/3期
概算見通し

営業利益（億円）
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『国内シェア５０％』

大手自動車部品製造業者 〈株式会社ソミック石川 様〉

自動車部品の設計・開発から生産まで一貫して行っている専門メーカー

＜仮想化＞新規アウトソーシング導入事例

当社提供サービス

サーバ統合システムインテグレーションサービスの提供

・仮想化環境

・ネットワークサービス

・データセンターハウジング

・システム運用

情報システム部門の課題

◆基盤システムの整備

◆取引先からのＢＣＰへの対応要求・・・など

※ＢＣＰ（ｂｕｓｉｎｅｓｓ ｃｏｎｔｉｎｕｉｔｙ ｐｌａｎ）:災害やトラブルによりビジネスを止めない為の事業継続計画

既存サーバ群を当社データセンターに移設。

仮想化サーバ環境に統合。

・コスト削減

・セキュリティ強化

・ＢＣＰの実現
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第2COneOffece

データセンター事業の提供サービス利用状況

ＯｎｅＯｆｆｉｃｅアカウント数の推移 第２データセンター利用ラック数の推移

130ラック

106千件

千件

１００

２００

１００

１５０

■自社ＡＳＰサービスの「ＯｎｅＯｆｆｉｃｅ」は、０９/３期末現在での利用アカウント数は１０万６
千件となり、契約企業社数は、１，０５７社となった。
今後も、２００～５００アカウントの中規模企業をターゲットとした機能の充実を図り、アカ
ウント数の増加に努める。

■第２データセンターのラック利用数は順調に増加。更に､仮想化技術を活用した、新た
なプラットホームサービスの充実を図り、アウトソーシングでの利用ラック数の増加に努
める｡

10/3期予想09/3期10/3期予想09/3期 08/3期08/3期

87千件

0ラック

164千件
271ラック
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データセンター事業におけるサービス展開

データセンターサービスの充実、仮想化サービスの強化、ＸａａＳ/ＡＳＰビジネスの推進

ＸａａＳ/ＡＳＰＸａａＳ/ＡＳＰ

データセンター

サービス

データセンター

サービス

自社ネットワーク＋データセンター＋バックアップ基盤をベースにしたサービス

分散ストレージを利用した企業向けオンラインストレージサービス

09/4

09/6 ネット事業者向けパッケージサービス開始

09/10 BroadCenterストレージサービス開始

09/5 BroadCenterリモートバックアップサービス開始

09/10 OneOfficeセキュアーディスクサービス開始

09/4 OneOfficeメールソリューション機能拡充リリース

09/4 冗長ネットワーク接続サービス開始

09/10 仮想化プラットフォームサービス（オンディマンドホスティング）開始

分散ストレージを利用したストレージサービス

08/7 レンタルサービス開始

08/4 大規模仮想化システム運用開始

08/8 仮想化サーバ統合システムインテグレーション・運用開始

情報漏えい対策の強化、セキュリティーの更なる向上

OneOffice
メールソリューション

09/6 仮想化プラットフォームサービス（企業向けハイスペックストレージ）開始

09/6 クラウドストレージシステム運用開始
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顧客の満足に加えビジネスのパフォーマンスの向上も

目的としたＩＴサービスマネージメントの国際標準規格
・ 顧客管理 ・ ＳＬＡ管理 注

・ インシデント管理 ・ 構成管理 など

注：ＳＬＡとは、提供するサービスの予想サービスレベルに関する合意書

データセンター事業の品質向上

ＩＳＯ２７００１

情報セキュリティを確保するための仕組みを

構築及び運用するための国際標準規格

◆ 08/9月認証取得 （ISO9001からISO20000へ移行）

ＩＳＯ２００００

ＦＩＳＣガイドライン

金融機関等コンピュータシステムの安全対策基準

◆ 08/10月認証継続

◆ 09/5月ISO27001管理策との統合による準拠性審査登録

ＩＴサービス
マネジメント

情報
セキュリティ
マネジメント
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データセンター事業 関連用語（ご参考）

XaaSサービス

バックアップサービス

ソフトウエアのソースコードで、著作権者がインターネットなどを通じて公開
しているもの

ユーザーの要求があった時に必要な機能（メールサーバー、Webサーバー、
ファイルサーバーなど各種サーバー）だけ提供し運用管理を行うサービス

損傷や紛失に備えて、プログラムやデータを別の記録メディアやディスク
装置、磁気テープ記憶装置などに保存するサービス

セキュアディスクサービス
セキュリティ機能を強化し、外部からの不正侵入を防ぐことよりも、不正侵
入があってもその悪影響を抑えるディスクサービス

ストレージサービス
インターネットに接続されているサーバー上のディスクスペース（データ保
存用のスペース）を、ファイル保管用に提供するサービス

オンディマンド
ホスティングサービス

オープンソース

レンタルサービス

仮想化サービス

保有しているサーバー等の機器をユーザー企業に対して、専用に貸し出
す形態のサービス

運用効率を高める技術“仮想化技術”を利用し、ストレージやネットワーク
等のＩＴインフラ基盤を提供するサービス

ASPサービス
ソフトウエア機能をインターネットを通じて『サービス』として提供するサー
ビス

プラットフォーム、ストレージ、CPU処理能力など、さまざまな機能をイン
ターネットを通じて『サービス』として提供するサービス
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株主還元
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50記念配当
期末配当
中間配当
配当性向

０８年度の配当は合併３周年の記念配当を含め計２６円を予定。

０９年度の配当は、普通配当２６円（中間配当を含む）を予定。

株主還元①

26（円）

2525

17.5
15

12.5

40.6%42.9%

24.3%
18.5%18.9%

16.5%

単体 単体 連結 連結 連結 連結

予想

26

38.5%

連結

※予想は０９／３期末発行済株式総数（自己株式を除く）を基に算出しております。
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株主還元②

自己株式の取得
株主還元をより充実させるとともに資本効率向上を目指した経営を実践する事を目的

■ ０９年５月８日取締役会にて自己株式取得を決議

０９年３月３１日時点 発行済株式総数（自己株式を除く） ３７，９３１，５３８株
実施後 発行済株式総数（自己株式を除く） ３６，９３１，５３８株（予定）

■ ０９年３期実績（０９年３月３１日時点）

経営政策による自己株式取得累計 ２，１５９，５００株
取得総額 ,１，５１０百万円

内）消却を行った株式総数 ４８０，８００株

市場買付
１，１００百万円

（上限）

１，０００，０００株

（上限）
普通株式

０９年５月１１日
～９月２８日

取得方法取得総額株式数株式の種類期間
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本資料に記載されている将来に関するすべての記述は、当社グループが現在入手して

いる情報に基づく現時点における予測、想定、期待、評価等を基礎として記載しているに

過ぎません。また、予想数値の算定には仮定または仮定に基づく根拠が含まれており、

客観的には不正解であったり将来実現しない可能性があります。

その原因となる潜在的リスクや不確定要因としては

「平成２１年３月期 決算短信」の「事業等のリスク」にありますので、ご参照ください。但し、

業績に影響を与える要因は「事業等のリスク」に記載されている事項に限られるものでは

ないことをご留意願います。

また、本資料・記載データの無断転用はご遠慮下さい。


